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科目名 産業集積論 担当者名 岡本 義之 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

 公共政策  経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策 ○ 産業クラスター政策  ソーシャル・アントレプレナー政策  CSR 政策 

 
■主題と目的 

産業集積の誕生、成長、発展、衰退、消滅といった時系列的な進化とともに、構造的な特徴を検討す

る。事例の分析とともに、政策の根拠を明確にすることもテーマである。さらに、地域、ネットワーク、

イノベーションとの関連を議論する。 

 

■内容と構成 

第１回 はじめに：産業集積論の定義と目的 
第２回 産業集積の歴史：奈良の大仏からシリコンバレやバイオバレーまで？ 
第３回 産業集積の現状：日本の産地や地場産業と世界のクラスター 
第４回 産業集積論（１）：地理学上の概念とマーシャルの Industrial district 
第５回 産業集積論（２）：イタリアの Distretto industriale と innovative mileux 
第６回  産業集積と政策：根拠のない産業政策 
第７回 おわりに：産業集積をめぐるテーマ 
 
■教科書・参考書 

『政策づくりの基本と実践』、岡本義行編著、法政大学出版局、２００３ 
講義初回に配布 
 
■評価基準 

出席３０％、発言３０％、レポート４０％ 
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科目名 ソーシャルキャピタル論 担当者名 黒田 英一 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

 公共政策  経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策 ○ 産業クラスター政策  ソーシャル・アントレプレナー政策  CSR 政策 

 
■主題と目的 

「ソーシャルキャピタル」とは、地域社会における信頼関係、規範、習慣、ネットワークなどの様々な人と人と

の「つながり」をさし、「社会関係資本」「社会資本」とも呼ばれる。本授業では、近年福祉、治安、教育、政治、

企業家精神などに重要な影響をおよぼすと重要性が指摘されているソーシャルキャピタルを、国際比較の観点

を踏まえ考察する。 

 

■内容と構成 

〔内容〕前半は、理論的にまとまっている Halpern“Social Capital”を読み、概念規定、計測手法な

どを学ぶ。 
後半は、パットナムの『哲学する民主主義』『孤独なボウリング』など、いくつかの論文を読み進める。 
〔構成〕 １回ガイダンス           5 回パットナム『孤独なボウリング』 
     2 回ソーシャルキャピタルの定義   6 回日本の関係論文 
     3 回ソーシャルキャピタルの計測   7 回まとめ 
     4 回パットナム『哲学する民主主義』 
 
■教科書・参考書 

David Halpern  “Social Capital”Politely Press, 2005  
ロバート・パットナム、河田潤一訳『哲学する民主主義－伝統と改革の市民的構造』ＮＴＴ出版、2001 年 
ロバート・パットナム、柴内康文訳『孤独なボウリング－米国コミュニティの崩壊と再生』柏書房、2006 年 
宮川公男、大守隆編『ソーシャル・キャピタル－現代社会のガバナンスの基礎』東洋経済新報社、2004 年 
 
■評価基準 

 原則としてレポート（７割）と討論への参加（３割）で評価する。なお、レポートは出席率 7割以上

でないと提出を認めないので、受講に際しては留意すること。 
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科目名 地域産業モデル論 担当者名 小門 裕幸 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

○ 公共政策  経済・社会・生活政策 ○ 雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策 ○ 産業クラスター政策  ソーシャル・アントレプレナー政策  CSR 政策 

 
■主題と目的 
グローバリゼーション 3.0 に突入。国という枠組みが不適応を起こし、地域が自ら未来を創造する時代で

ある。米国が凋落し EU が拡大するが、いずこも地域自身で解を見つけた所が生き残る。米国・アジアの成功・
失敗モデルを考察し、地域経済政策の本質について考察する。 
 
■内容と構成 
第一回 地域産業政策の視座・・・問題提起と意見聴取（論点；時代認識；グローバリゼーション・IT 革命・

オフショアリング、Japan-passing-nothing(世界における日本の認識)、地域ガバナンス；公と私・
ネットワーク・連携・コラボレーション・フォーマルリティ、人材；思想・意識・教育・雇用、運
営原理；市場・競争原理・PPP・恩返し精神・アントルプルナシップ・シティズンシップ・スチュ
ワードシップ・デットかエクイティか・ソシャルキャピタル、理念；QOL・QOC・３T、など） 

第二回 シリコンバレ―とは何だったのか（Ⅰ）・・・・・IT 革命と産業グローバリゼ 
ションの火付け役（脱工業化社会のモデル地域；PPP モデル、インターネットクラスタ、シリコン
化現象、サプライチェーン；ファブレス・EMS・オフショアリング、３T と都市論）、 

第三回 シリコンバレ―とは何だったのか（Ⅱ）・・・産業再生のための地域インフラとパラダイムシフト 
・・・日本と欧米（アングロ？）諸国とは何が違うか。 

第四回 リチャード・フロリダから何を学ぶか・・・３Ｔを呼び込むインフラづくり 
第五回 世界の都市（サンディエゴなど米国諸都市、シンガポール、アジア・欧州諸都市）から何を学ぶか。 

・・・成功例・失敗例 
第六回 地域経済再生のための基本原則を考える（Ⅰ）市民企業家とスチュワード、 
第七回 地域経済再生のための基本原則を考える（Ⅱ）・六つの指導原理、バウンダリレスキャリアとスチュ

ワードシップの考察、リージョナル・ガバナンスとは何か・・議論とまとめ 
 
■教科書・参考書 
【テキスト・資料（事前に読了を要す）】 
・「知的集積を核にした産業クラスター形成―米国サンディエゴの事例―」国民融公庫調査季報 03-05（余部
があるので配布します） 
・「シリコンバレーのソーシャルキャピタルに関する一考察」 イノベーションマネージメント No.１ 04
年春（余部があるので配布します） 
・ 『社会変革する地域市民』小門監訳 第一法規 2004、 
・ 「再生に成功したアメリカの地域（圏）とわが国の新しい地域像」同上の中の論文 
・ Joint Venture: Silicon Valley Network. The Joint Venture Way: Lessons 
for Regional Rejuvenation.1995（当方が手配して配布します 1500 円） 
・ 『アジアの都市間競争：東京は生き残れるか』小森正彦 日本評論社 2008 
【参考図書】 
『サステイナブルコミュニティ』小門 学芸出版 1995 
『エンジェルネットワーク』小門 中央公論 1996（絶版古本あり） 
『メディアコンバージェンス 2007』篠崎明彦編 翔泳社 2000 円 2007 
『ウエブは資本主義を超える』池田信夫 日経 BP 1700 円 2007 
『過剰と破壊の経済学』池田信夫 アスキー新書 724 円 2007 
『インドの衝撃』ＮＨＫスペシャル取材班編 文藝春秋 ¥1,799 , 2007  
“The European Dream” Jeremy Rifkin  Tarcher Penguin        2004  
『ヨーロピアン・ドリーム』 ジェレミー・リフキン NHK 出版  2006 
“The World is Flat” Thomas L. Friedman Farrar, Straus and Giroux 2005 
『フラット化する世界 上下』 トーマス・フリードマン 日本経済新聞出版社 2006 
 
■評価基準 
出席 2０％、プレゼンと討論参画３０％、レポート５０％を目途に評価します。 
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科目名 地域イノベーション論 担当者名 富沢 木實 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

 公共政策  経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策 ○ 産業クラスター政策  ソーシャル・アントレプレナー政策  CSR 政策 

 
■主題と目的 

地域にイノベーションを起す仕組みを研究する。地域を経営するという視点で捉え直し、地域が抱え

る課題を明らかにし、従来の枠に囚われない解決の方策を探る。さらに、それを実行するうえでのハー

ドルとその克服方法について考える。 

 

■内容と構成 

１．地域とは何か、地域が抱える問題とは何か、地域を経営するとは何か、地域イノベーションとは何

かを考える。 
２．地域イノベーション事例を数例研究する（地域にどのようなイノベーションが起きたのか、それは

如何にして可能であったか、事例の限界は何か、他地域に応用可能か）。 
３．個々の受講生が関心のあるテーマ・地域を取り上げて各自発表し、それについて全員で議論する。 
４．先進事例の実行者ほかをゲスト講師として招き、何故その方策を思いついたか、実行に移す場合の

ハードルとその克服方法などにつき議論する。 
５．事例研究から、地域イノベーションについてのキーポイントを全員で整理する。 
６．地域イノベーションの評価方法を検討する。 
７．自分が調べたこと、授業での討議を踏まえ、レポートを作成する。 
 
■教科書・参考書 

○ 教科書はないが、必要に応じて参考文献を前もって示す。読んでおくと良い文献として、次のよう

なものがある。 
① 町田洋次『社会起業家－「よい社会」をつくる人たち』（ＰＨＰ新書 134）、2000 年、ＰＨＰ研究所 
② 海野進『これからの地域経営－ローカル・ガバナンスの時代』2004 年、同友館 
③ 藤沢研二『コミュニティ力（パワー）の時代』2003 年、水曜社 
④ 横石知二『そうだ、葉っぱを売ろう！過疎の町、どん底からの再生』2007 年、ソフトバンククリエ    

イティブ 
⑤ 坪井善明・長谷川岳『ＹＯＳＡＫＯＩソーラン祭り－街づくりＮＰＯの経営学』（岩波アクティブ新

書 29）、2002 年、岩波書店 
 
■評価基準 

出席１日 1.5 点（20 点）、発表 30 点、討議 20 点、レポート 30 点 
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科目名 
地域産業政策論 

[政策科学研究科合同] 
担当者名 原田 誠司 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

 公共政策  経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策 ○ 産業クラスター政策  ソーシャル・アントレプレナー政策  CSR 政策 

 
■主題と目的 

＊グローバル競争下で地域経済の持続的発展を導く地域産業政策の理論の把握の上に立ち、実際に産業

振興政策・計画を策定する力＝企画・計画力の養成をめざす。とくに、企画書、計画書づくりに力をい

れる。 

 

■内容と構成 

＊講義と討論、受講者のレポートと討論を基本にして進める。また、後半で、受講者自身の実課題ない

し関心テーマによる計画づくりを行うので、受講者は実践的な課題、テーマを準備しておいてほしい。 
第１回 自己紹介、問題意識および進め方の検討、および地域経済と地域経済政策の基本理論の検討 
第２回  産業集積論＝内部外部経済論、産業クラスターの検討 
第３回  地域イノベーション・システムの理論と実際の検討 
第４回 日本の国土政策・地域産業政策の展開と総括 
第５回  産業振興計画の立て方（企画書・計画書の書き方）および受講者の実践的テーマの検討 
第６回  受講者の産業振興計画の発表と検討① 
第７回  受講者の産業振興計画の発表と検討② 
 
■教科書・参考書 

＊教科書は使わない。授業の都度、資料配付等を行う。 
＊参考書もその都度紹介するが、さしあたって次のような資料をあげておく。 
岡本義行編著『政策づくりの基本と実践』（法政大学出版会、2003 年 12 月） 
久保孝雄／原田誠司編著『知識経済とサイエンスパーク』（日本評論社、2001 年 10 月） 
清成忠男『地域産業政策』（東京大学出版会、1986 年） 
Ａ・サクセニアン『現代の二都物語』（講談社、1995 年） 
 
■評価基準 

＊評価基準－日常授業でのレポート 10％、討論参加 10％、計画書等の発表 10％、最終計画書等・レポ

ートの提出と内容評価 70％ 

＊最終計画書等・レポートの提出が無い場合は、不合格とする 
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科目名 商店街活性化論 担当者名 坂本 光司 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

 公共政策  経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策 ○ 産業クラスター政策 ○ ソーシャル・アントレプレナー政策  CSR 政策 

 
■主題と目的 

商店街の空洞化が著しく進展する中、地域の商店街が活性化を取り戻すための視点と具体策を、全国

の多くの実例をケースに学ぶ。 

 本講義の主たる目的は、商店街活性化の推進者はもとより、筆者の持論でもある「魅力的商店街とは、

魅力的個店の連続した街並み」である点に基づき、商店街を構成している個店魅力度アップのため、そ

の経営者や個店の支援機関の担当者等に、その活性化手法を習得してもらうことである。 

 

■内容と構成 

「内容」 
「商業統計調査」（2.004 年）によれば、全国に商店街は約 12.000 ヶ所余存在する。しかしながら、

その大半は程度の差こそあれ、「内なる問題」「外なる問題」を抱え、衰退傾向が著しい。 
その結果、多くの商店街、とりわけ地方の中心商店街は「空き店舗」の多発により、いわゆる「歯抜

け商店街」「シャッター商店街」と化し、まちのイメージ・安心を悪化させているばかりか、地域住民

の生活の利便性をも低下させている。 
  一方、全国各地の商店街を歩いてみると、商店街関係者の懸命な努力により程度の差こそあれ、活

性化をモノに、あるいはしつつある商店街も少なからず存在する。 
  本講義では、地域の商店街の再生・活性化のために、当の商店街やその関係者が果たすべき役割や

方策、さらには商店街の活性化にとって、最も重要な「個店」の魅力度アップのための、マネジメント

のあり方についても学ぶ。 
「構成」 
  第 1 回 わが国商店街の実態を知る 
  第 2 回 活性化している商店街の事例研究Ⅰ 
  第 3 回 活性化している商店街の事例研究Ⅱ 
  第４回 衰退している商店街の事例研究 
  第 5 回 魅力的個店の事例研究Ⅰ 
  第 6 回 魅力的個店の事例研究Ⅱ 
  第 7 回 レポートの発表・まとめ 
 
■教科書・参考書 

「実例 商店街活性化論」 坂本光司著 同友館 2.008 年（予定） 
「消費の県民性を探る」  坂本光司・アタックス編著 同友館 2.007 年 
 
■評価基準 

評価は出席 50％、発表 30％、レポート提出 20％ 
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科目名 新産業創出論 担当者名 坂本 光司 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

○ 公共政策  経済・社会・生活政策 ○ 雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策 ○ 産業クラスター政策 ○ ソーシャル・アントレプレナー政策  CSR 政策 

 
■主題と目的 

地域自立化のための中核である新産業や、強い地域産業・地域企業の効果的創出方法と、そのための

各当事者の努力の方向・方策について学ぶ。 

 本講義の主たる目的は、地域内に国際的比較優位な新産業の立地集積させる手法や、強い地域企業の

育成手法・創出手法の習得である。 

 

■内容と構成 

 「内容」 
 近年、廃業の増大と開業の極度の不足さらには国際分業の拡大等により、地域の企業の減少が著しく

進展している。開業の不足は、活発な起業家活動がもたらす雇用や税収等を通じた地域経済の活性化効

果を低下させていくばかりか、新産業・新企業の新陳代謝がもたらす地域経済の高次化効果をも低下さ

せる。 
 また国際分業の拡大は、地域内への新規立地を減少させるばかりか、有力企業を巡っての誘致合戦の

一層の激化さらにはトラの子の有力な地域産業の地域外流出を加速させ、やがて地域経済を空洞化させ

て行く危険性を孕んでいく事になる。 
 本講義では、地域の新産業の創出のための政策論だけではなく、今、立地集積している地域産業や地

域企業の新産業づくりのためのマネジメントのあり方、進め方も論じる。 
なお講義は学生の調査研究に基づく参加型・対話型で進める。 
産業支援機関担当者はもとより、新産業づくり・新商品づくりに関心の高い経営者や社員、さらには社

会起業家を志向する学生の受講が望ましい。 
 「構成」 
 第 1 回 わが国における開廃業の実態と課題 
 第 2 回 地域の新産業の創出のための 3 つの方策 
 第 3 回 地域にふさわしい新産業とは何か 
 第 4 回 企業や人の誘致・集積をどうモノにするか 
 第 5 回 地域における起業家活動をいかに活発化させるか 
 第 6 回 既存地域産業・企業を、いかにして世界的な企業に育成・支援していくか 
 第 7 回 レポートの発表・まとめ 
 

■教科書・参考書 

「地域産業発達史」坂本光司編著 同友館 2.005 年 
「選ばれる大企業・捨てられる大企業」坂本光司著 同友館 2.007 年 
 

■評価基準 

 評価は出席 50％、発表 30％、レポート提出 20％ 



   68 

 

科目名 非営利組織特論(組織運営) 担当者名 山岡 義典 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

 公共政策  経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策  産業クラスター政策 ○ ソーシャル・アントレプレナー政策  CSR 政策 

 
■主題と目的 

市民活動団体を中心とする日本の非営利組織の現状を踏まえ、組織の設立や運営の考え方及びそれを

制度的に支える法人制度と税制について、最近の動向も含めて理解を深め、当該分野の研究課題や研究

状況を把握する。 

 

■内容と構成 

講義は 7 回(1 回につき２コマ)とし、教科書に従って下記の構成で行う。適宜事例分析を加え、院生

の事前学習による発表と討論を重んじる。 
① 組織の創設過程とその課題 
② 組織運営における人的基盤の強化策 
③ 組織運営における資金的基盤の強化策 
④ 参加と協働の手法 
⑤ 日本の非営利・公益法人制度の歴史と全体像 
⑥ 特定非営利活動法人（NPO 法人）制度とその税制 
⑦ 新公益法人制度とその税制 
 
■教科書・参考書 

教科書としては『NPO 実践講座［新版］』（雨宮孝子・山岡義典編著 ぎょうせい 2008 年２月刊予

定）を使用、参考書については随時紹介する。なお非営利組織に関して基礎的な理解を必要とする者は

『ＮＰＯ基礎講座［新版］』（山岡義典編著 ぎょうせい 2005）を事前に読んでおくことを薦める。 
 
■評価基準 

４回以上の出席を最低条件として、出席(35％)、討論参加（25％）、レポート(40%)の合計点で評価する。 
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科目名 コミュニティービジネス論 担当者名 細内 信孝 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

 公共政策  経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策  産業クラスター政策 ○ ソーシャル・アントレプレナー政策  CSR 政策 

 
■主題と目的 

大競争（グローバリズム）と相互扶助（顔の見える関係）を共存させる地域社会づくりを目指して、

その横串を通すコミュニティ・ビジネスに注目が集まっている。そうしたコミュニティ・ビジネスの主

役たちは、社会起業家や社会的弱者である。行政や大企業、そしてボランタリーコミュニティをも巻き

込んで展開するコミュニティ・ビジネスによる新しい地域社会づくり（まちづくり）の可能性を探る。 

 

■内容と構成 

内容 
２１世紀初頭の今、日本ばかりか世界各地で展開されている地域コミュニティやボランタリーコミュ

ニティにおいて生起する多様なコミュニティ・ビジネスは、地域（疲弊している商店街や限界集落など）

の問題解決に向けた地域起業論的な視点から、また市民サイドから起きる市民事業、社会起業の視点か

ら、さらには社会的弱者（女性、障がい者、高齢者等）の自立の視点から、近年とみに注目されている。

本科目では、そうした社会的課題を解決する等身大のビジネス、すなわちコミュニティ・ビジネスの具

体的な事例を取り上げ、その将来的な発展の可能性と課題について、ケーススタディを交えながら検証

を行う。また、そうしたプロセスを通じて“コミュニティ・ビジネスとは何か”の本質を探り、具体的

な活動分野やその意味、意義と社会的、経済的、経営的な有効性を確認していく。その際に必要な資源

や事業活動の条件、組織運営上のポイントを整理し、地域振興（地域再生、地域創造）のなかでの位置

付けを明らかにしていく。 
 
■教科書・参考書 

細内信孝著「コミュニティ・ビジネス」中央大学出版部 
細内信孝編著『みんなが主役のコミュニティ・ビジネス』ぎょうせい 
 
参考書 
細内信孝編著『地域を元気にするコミュニティ・ビジネス』ぎょうせい 
細内信孝、鵜飼修著『コミュニティ・ビジネス起業マニュアル』ぎょうせい 
タイセイ総合研究所・細内信孝著『テーマコミュニティの森』ぎょうせい  
 
■評価基準 

授業への出席（30％）、課題レポート（50％）、討議参加（20％）等を併せて評価する。 
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科目名 ソーシャルベンチャー論 担当者名 鹿住 倫世 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

 公共政策  経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策  産業クラスター政策 ○ ソーシャル・アントレプレナー政策  CSR 政策 

 
■主題と目的 

ソーシャルベンチャーは、社会的課題の解決と自立性、サスティナビリティの両立を、イノベーショ

ンによって実現する事業体である。本論では、ソーシャルベンチャーの意義とイノベーションの創出・

実現について、事例を用いて学ぶ。 

 

■内容と構成 

 近年、社会が成熟化し、また環境破壊や高齢化、教育問題など様々な社会問題が発生し、社会的ニー

ズは多様化している。このような多様化した社会ニーズに対して、行政機関や営利企業だけでは十分に

対応することが難しい。同時に、行政の財政逼迫によって、政策や公的援助にのみ頼っていては、社会

的課題を解決する事業を継続的に実施することは不可能である。 
 ソーシャルベンチャーは、このような状況において、近年注目されている事業体である。社会的課題

の解決をミッションとし、その達成を組織目的としているが、同時に自立性と事業のサスティナビリテ

ィの実現を目指す組織である。ソーシャルベンチャーは、社会的課題の解決および自立性、サスティナ

ビリティ実現のため、今までにない新たな事業モデルを生み出す。イノベーションの創出を行っている

のである。 
本論では、ソーシャルベンチャーの意義とイノベーションの創出・実現について、具体的な事例を用い

て学習し、ソーシャルベンチャーの経営の特徴と課題を理解する。 
 
（構成） 
１．ソーシャルベンチャーの必要性と役割 
２．ソーシャルベンチャーのビジョン、経営戦略 
３．ソーシャルベンチャーの組織、経営管理、マーケティング 
４．ソーシャルベンチャーの類型とイノベーション 
５．ソーシャルベンチャーの事業モデル分析① 
６．ソーシャルベンチャーの事業モデル分析② 
７．ソーシャルベンチャーの事業モデル分析③、まとめ 
 
■教科書・参考書 

谷本寛治編著（2006）『ソーシャル・エンタープライズ』中央経済社 
 神座保彦著（2006）『概論 ソーシャル・ベンチャー』ファーストプレス 
 シルヴァン・ダニエル、マチュー・ルルー著（2006）『世界を変える 80 人』日経ＢＰ社 
 奥林・稲葉・貫編（2002）『経営学のフロンティア１ ＮＰＯと経営学』ミネルヴァ書房 
 町田洋次著（2000）『社会起業家』PHP 研究所（PHP 新書） 
 
■評価基準 

出席状況 ２０％ 討議への参加状況 ２０％ レポート ６０％ 
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科目名 アントレプレナーシップ論 担当者名 岸田 令子 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

 公共政策  経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策 ○ 産業クラスター政策 ○ ソーシャル・アントレプレナー政策  CSR 政策 

 
■主題と目的 

アントレプレナーシップの本質およびベンチャー企業の創業・発展のプロセスに関わる主要な課題に

ついて、具体的事例の分析と理論的考察を通して体系的に学び、新しいビジネスを創造する上で必要な

基本的知識・考え方を習得することを目的とする。 

 

■内容と構成 

アントレプレナーシップは、個別企業のみならず広く社会の繁栄や経済の発展に大きな影響を与えて

いる。本講義ではアントレプレナーシップの主要な要素や特質を明らかにするとともに、特に、新しい

経済の重要な担い手とされるベンチャー企業の創業・発展のプロセスに焦点を当て、事業機会の認識と

評価、事業機会を実現するための戦略、組織化、資金調達、マーケティング、成長戦略などについて論

じる。また同時にベンチャー企業の創業や成長時における成功要因・失敗要因について考察する。各回

の授業は下記のテーマを中心に進め、コース終了時にはアントレプレナーシップの基礎知識とベンチャ

ー創造・発展のプロセスに関わる主要な課題についての体系的な理解が得られるようなコース構成がと

られている。授業はテーマに応じて講義や演習、具体的な事例の分析・ディスカッションなどを適宜組

み合わせて行う。 
各回の予定テーマ： 
第 1 回 アントレプレナーシップとは 
第 2 回 ベンチャー企業の創造と成長 
第 3 回 ベンチャー企業の戦略 
第 4 回 ベンチャー・ファイナンス 
第 5 回 組織のマネジメント 
第 6 回 収穫戦略 
第 7 回 ベンチャー企業の成功・失敗要因 
 
■教科書・参考書 

教科書・参考書 ＜教科書＞ 
金井一頼・角田隆太郎編『ベンチャー企業経営論』有斐閣、2002 年 
＜参考書・その他教材＞ 
授業中に適宜指示する。 
 
■評価基準 

出席と討論参加 30% 課題レポート 70% 
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科目名 ＣＳＲ論 担当者名 北原 正敏 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

○ 公共政策 ○ 経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策  産業クラスター政策  ソーシャル・アントレプレナー政策 ○ CSR 政策 

 
■主題と目的 

現在ますます広がりをみせる CSR（企業の社会的責任）分野を幅広く研究する。 

CSR とは？CSR とステークホルダー、CSR と環境、CSR と地域社会、CSR と人権、労働問題、CSR と消費

者、SRI,CSR の国際比較などが主題である。 

 

■内容と構成 

CSR（企業の社会的責任）という企業を取り巻く新しい流れを概括的に研究する。 
20 世紀の「経済」を基軸にした企業に対する評価は、その後「環境問題」「社会問題」という２つの軸

を加えた新しい評価の流れ一般的になりつつある。 
その、背景には急激なグローバル化や経済発展が、結果としてもたらした貧富の差の拡大や、環境破

壊のほか、労働、雇用、顧客の安全性、プライバシー保護、製造物責任、法令遵守など社会的課題も同

時に抱え込む状態になってきた。しかもそれは、ますます複雑かつ多様になってきている。これらの視

点に充分配慮したバランスよい企業経営は「より豊かな社会」実現に不可欠である。このコースでは

CSR 経営を広く研究する。 
① CSR とは何か、CSR とステークホルダー 
② CSR と環境、地域社会 
③ CSR と人権、社員の働きがい 
④ CSR と市場、消費者 
⑤ CSR とサプライチェーンマネジメント 
⑥ CSR と金融、SRI 
⑦ 企業事例研究 

 
■教科書・参考書 

 （教科書） 
  ①谷本寛治・編著「CSR 経営―企業の社会的責任とステークホルダー－」中央経済社・2004 年 
  ②高 巌・日経CSRプロジェクト・編著「CSR－企業価値をどう高めるか－」日本経済新聞社・2004年 
  ③デービット・ボーゲル著、小松由紀子訳「企業の社会的責任（CSR）の徹底研究」一灯舎・2007 年 
  ④フィリップ・コトラー、ナンシー・リー著、早大恩蔵研究室訳「社会的責任のマーケティング」 

東洋経済・2007 年 
  ⑤藤井敏彦、海野みづえ著「グローバル CSR 調達」日科技連出版社・2006 年 
  （参考書） 

①� 清川祐二著「企業改革への CSR 実践論」日経 BP・2007 年 
② 業社会責任フォーラム編「サステナビリティ・CSR 検定公式テキスト」中央経済社 2007 年 

 
■評価基準 

出席 30％、討論参加 30％、期末課題の提出と内容評価 40％ 
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科目名 CSR とコーポレートガバナンス 担当者名 北原 正敏 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

 公共政策  経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策  産業クラスター政策  ソーシャル・アントレプレナー政策 ○ CSR 政策 

 
■主題と目的 

CSR を実践していく中で、コーポレート・ガバナンス（企業統治）は核とも言える課題である。この科目では、

企業とは何かという本質論から入り、ガバナンスの意味、原則、ガバナンスと企業競争原理との関係、国際比

較、更に具体的には、内部統制、SOX 法などについても研究する。 

 

■内容と構成 

 企業を取り巻く環境変化は、グローバル化、消費者行動の変化、社員の意識変化、投資家の企業評価

尺度の変化など多岐におよび、企業に CSR（企業の社会的責任）経営を余儀なくさせている。現在から

将来にかけて、企業の経営戦略の中心に置くべき CSR とその核とも言うべきコーポレート・ガバナン

ス（企業統治）について幅広く研究する。 
 ①企業とは何か？ 
②企業競争とガバナンス 
③企業価値とガバナンス 
④日本企業のガバナンス 
⑤コーポレート・ガバナンスの国際比較 
⑥企業倫理、内部統制、SOX 法 
⑦企業事例研究 

 
■教科書・参考書 

（教科書） 
 ①伊丹敬之、他著「企業とガバナンス」有斐閣・2005 年 
 ②石崎忠司、中瀬忠和著「コーポレート・ガバナンスと企業価値」中央大学出版部 
  2007 年 
 ③高橋俊夫著「コーポレート・ガバナンスの国際比較」中央経済社・2006 年 
 ④若杉敬明著「コーポレート・ガバナンス・マニュアル」中央経済社・2005 年 
 （参考書） 
⑤吉村典久著「日本の企業統治」NTT 出版・2007 年 

 ⑥田村義則編著「コーポレート・ガバナンス報告書分析と実務」中央経済社・2007 年 
 
■評価基準 

出席 30％、討論参加 30％、期末課題の提出と内容評価 40％ 
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科目名 CSR とリスクマネジメント 担当者名 手塚 修一 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

 公共政策  経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策  産業クラスター政策  ソーシャル・アントレプレナー政策 ○ CSR 政策 

 
■主題と目的 

(主題) CSR とリスクマネジメント 

 

(目的) 食品表示偽装事件や年金記録問題など、企業や組織の社会的責任が今ほど深刻に問われている

時代はありません。両面価値（ambivalent）な存在である「リスク」（「勇気をもって挑戦する」の意）

をキーワードに、CSR（SR）とリスクマネジメントのあり方を事例研究を通して理解します。 

 

■内容と構成 

(1)第 1 回：企業活動の歴史的変遷と CSR～企業活動の焦点の移り変りを歴史的に追いながら、経済的

健全性と倫理的健全性の融合が要請されている現在を理解する。 
(2)第 2 回：リスクとは何か～企業・組織活動における「リスク」の定義および特性を理解する。 
(3)第 3 回：内部統制システムとリスクマネジメント～リスクマネジメントを中核に企業・組織をより良

く統制するための内部統制システムについて理解する。 
(4)第 4 回：リスクのマネジメントサイクル（RMC）～リスクマのマネジメントサイクル（RMC）を定

義・確認・予測・対応・統制のプロセスから理解し、実践スキルを高める。 
(5)第 5 回：リスクマネジメントによる組織変革～リスクマネジメントを組織変革の観点から問い直し、

その可能性について学ぶ。 
(6)第 6 回：リスクマネジメントの観点からの企業事例研究～企業不祥事の事例研究（三菱自動車、雪印

など） 
(7)第 7 回：リスクマネジメントの観点からの組織事例研究～組織のモラールハザード研究（社会保険庁

など） 
 
■教科書・参考書 

「企業リスクマネジメント」（吉川吉衞著：中央経済社 2,800 円）、「CSR の本質」（十川廣國著：中央

経済社 2,600 円）、「リスク・マネジメント入門」（高梨智弘著：日経文庫 830 円） 
 
■評価基準 

授業出席 50％ 授業参画 30％ 課題レポート 20％ 
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科目名 CSR と雇用 担当者名 中島 豊 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

 公共政策  経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策  産業クラスター政策  ソーシャル・アントレプレナー政策 ○ CSR 政策 

 
■主題と目的 

社員は、企業の経済的ステークホルダーであると同時に、企業をとりまく社会の一員という社会的ス

テークホルダーでもあります。本講義では企業が社員に対して負うべき、責任を（１）法的、（2）経済

的、（３）倫理的 （４）社会的の４つの視点から総合的に検討していきます。 

 

■内容と構成 

（内容） 
第１回 CSR と雇用 -企業が社員に対して果たすべき責任は何か- 
第２回 法的責任① 法的規制（採用、労働時間、賃金等）、セクハラ・パワハラ 
第３回 法的責任② 労働者派遣、個人情報保護、安全配慮義務、労働災害 
第 4 回 経済的責任① 経営目標の共有、公正な人事評価、福利厚生施策 
第 5 回 経済的責任② 教育・能力開発の支援、職場環境の整備、情報化の推進 
第 6 回 倫理的責任 個人の尊重、ダイバーシティー、メンタルヘルス、WLB 
第７回 社会的責任 ボランティア活動、社会・地域貢献、NPO・NGO との連携 
（構成） 
毎回のテーマに関連した講義と、第２回以降は、受講者による関連事例の口頭報告とそれに関する全体

討議を行います。 
 
■教科書・参考書 

授業において指示します 
 
■評価基準 

出席２０％、口頭報告３０％、全体討議の発言１５％、レポート３５％ 
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科目名 ＣＳＲと循環型社会 担当者名 池田 寛二 

科目分類 プログラム科目 単位数 ２ 

所属群 所属プログラム 

 公共政策  経済・社会・生活政策  雇用政策  公共政策過程 

 都市政策文化  都市政策  都市環境創造  都市文化創造 

○ 地域産業政策  産業クラスター政策  ソーシャル・アントレプレナー政策 ○ CSR 政策 

 
■主題と目的 

循環型社会を構築するためにＣＳＲはいかに貢献し得るのか、それがこの講義の主題である。国内外

の循環型社会の構築に志向するＣＳＲの実態解明によって、この主題に実証的にアプローチすることが

この講義の目的である。 

 

■内容と構成 

内容：持続可能な社会を実現するためには、循環型社会の構築が必須の課題である。そして、その成否

の鍵を握るのは企業である。企業の社会的責任（ＣＳＲ）という概念は、環境分野に限定されるわけで

はないが、循環型社会の構築という課題に答えることが今日ほどＣＳＲに強く期待されている時代はな

い。この講義は、日本国内はもとより、欧米先進国や発展途上諸国にまで視野を広げて、ＣＳＲが循環

型社会の構築にいかに貢献しているのかいないのか、貢献を困難にしている要因があるとすればそれは

何かを比較経済社会学的に検証することを主な内容とするものである。 
 
構成： 
（第 1 回）序説：ＣＳＲとは何か？循環型社会とはどのような社会なのか？ 
（第 2 回）ＣＳＲとサステナブル・エンタープライズ 
（第 3 回）日本のＣＳＲの動向：概況と代表的事例の検討 
（第 4 回）ＣＳＲをめぐるグローバルな動向：国際基準、ガイドラインなど 
（第 5 回）欧米主要先進国におけるＣＳＲの動向：概況と代表的事例の検討 
（第 6 回）発展途上諸国におけるＣＳＲの動向：アジアを中心にして 
（第 7 回）結論：国際比較にもとづくこれからのＣＳＲの展望 
 
■教科書・参考書 

①天野明弘他『持続可能社会構築のフロンティア：環境経営と企業の社会的責任』（2004,関西学院大学

出版会）、②末吉竹二郎他『カーボンリスク：ＣＯ２・地球温暖化で世界のビジネス・ルールが変わる』

（2006,北星堂）、③『ＣＳＲ企業総覧 2008』（東洋経済新報社）など随時指示する。また、法政大学図

書館には、主要企業のＣＳＲレポートや環境報告書が多数所蔵されているので、それらも参考資料とし

て活用する。 
 
■評価基準 

出席 20%、討論参加 20%、事例研究レポート 60% 
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科目名 プログラム演習 担当者名 各専任教員 

科目分類 演習科目（必修） 単位数 ２ 

 
演習は政策創造研究科の各プログラムにおける基本演習であり、修士課程の最終目標となる修士論文

作成に向けた演習科目である。院生の発表・討論だけでなく、基本図書の輪読、ゲストを招いての質疑

応答、学外に出ての見学など、さまざまな方法で授業を行う。詳細は担当の専任教員毎に参加院生の希

望を聞いて提示する。 

 




